
令和５年３月

ＬＰガス販売事業所 御中

（一社）全国ＬＰガス協会

都道府県ＬＰガス協会

令令和和４４年年度度「「安安全全機機器器普普及及状状況況等等及及びび需需要要開開発発推推進進運運動動等等」」にに関関すするる調調査査ににつついいてて（（おお願願いい））

拝啓 時下ますますご盛栄のこととお喜び申し上げます。

ＬＰガス業界では、保安対策、需要開発及び競合エネルギー対策など各種活動を実施しているところです。

保安対策につきましては、自主保安運動を始めとした様々な事故防止対策を実施いただき、近年のＬＰガス事故件数は低位で推移しており、引き続きの事故防止

対策が求められています。

これまで大規模な自然災害により消費者先の設置してある容器が流出することもあり、一昨年には容器流出防止措置に関する省令が施行され、対象の地域にお

いては令和６年６月までに措置を講じることが求められていることから、対象数及び措置を講じた施設数の把握が必要であるため調査をいたします。

近年はＬＰＷＡによる集中監視システムの導入が進んでいる中で、これまでの常時監視システムの他、低頻度型集中監視システムの導入もされていることから調

査内容を変更しています。

需要開発については、平成２５年度より業界挙げて実施しております「需要開発推進運動」に加え、近年のカーボンニュートラルへの対応をすべく省エネ機器への

拡販についても調査をいたします。

また、ＬＰガス業界として他のエネルギーとの競争の中、消費者に選ばれるエネルギーとなるためには料金の透明化が重要となりますが、これを促す一環としてガ

ス料金の公表を促進しています。

賃貸集合住宅においては不動産管理会社等へ入居前の消費者向けのＬＰガス料金情報提供も求められており、今後も更なる料金公表等が期待されています。

本調査は「保安」、「需要開発」、「取引の適正化」に関し、業界全体の取り組み状況を把握し行政、消費者等へＬＰガスの信頼性をＰＲする重要な調査になります。

ご多忙中のところ誠に恐縮ではありますが、令和５年３月末現在の状況について、調査票の各項目をご記入の上、所属の都道府県協会へご送付くださるようお願

い申し上げます。

敬 具

本報告書にご記入いただきました個人情報につきましては、本報告書の内容等のお問い合わせのみにご使用させていただきます。
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令令和和５５年年３３月月末末現現在在
ⅠⅠ　　事事業業所所のの概概要要 ((一一社社))全全国国ＬＬＰＰガガスス協協会会　　調調査査

担担当当部部署署名名・・担担当当者者名名

連連絡絡先先（（電電話話番番号号））

②② 監監督督官官庁庁のの所所管管区区分分((右右記記ののいいずずれれかかをを「「○○」」でで囲囲んんででくくだだささいい。。))

戸戸 戸戸 戸戸 戸戸
注注：：メメーータタ１１つつでで業業務務用用とと一一般般用用にに使使用用ししてていいるる場場合合､､主主たたるる用用途途のの区区分分ととししててくくだだささいい。。  

ⅡⅡ　　燃燃焼焼器器具具等等未未交交換換数数（（１１戸戸にに複複数数のの燃燃焼焼器器具具等等ががああるる場場合合はは、、そそのの燃燃焼焼器器具具等等のの数数）） ⅢⅢ　　業業務務用用厨厨房房施施設設にに対対すするるＣＣＯＯ中中毒毒事事故故防防止止対対策策状状況況
開開放放式式 台台 ①① 2200 施施設設

ＣＣＦＦ式式 台台

ＦＦＥＥ式式 台台

合合計計 台台 設設置置済済 1199 施施設設

ＣＣＦＦ式式 台台 設設置置不不要要 11 施施設設

ＦＦＥＥ式式 台台

合合計計 台台

ⅣⅣ　　業業務務用用施施設設ののＳＳＢＢ（（ＥＥＢＢ））メメーータタ設設置置先先ににおおけけるるガガスス警警報報器器連連動動遮遮断断のの状状況況 ⅤⅤ　　ババルルクク貯貯槽槽２２００年年検検査査対対応応（（貯貯槽槽をを１１基基以以上上所所有有ししてていいるる事事業業所所ののみみ記記入入））
①① 戸戸

戸戸

戸戸

基基数数

ⅥⅥ　　集集中中監監視視シシスステテムム設設置置戸戸数数（（ガガススメメーータタにに設設置置さされれたたもものの）） ⅦⅦ　　容容器器流流出出防防止止地地域域へへのの対対応応  ※※注注

①① 220000 施施設設

②② 330000 施施設設

②② 戸戸 ③③ 118800 施施設設

ⅧⅧ　　安安全全機機器器普普及及状状況況等等

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸
注注：：１１．．法法令令上上のの設設置置義義務務ににかかかかわわららずず、、各各項項目目のの安安全全機機器器のの設設置置戸戸数数をを記記入入ししててくくだだささいい。。（（例例ええばば一一般般住住宅宅ででもも警警報報器器をを設設置置ししてていいれればば「「設設置置済済」」ととななりりまますす。。義義務務施施設設かかどどううかかはは関関係係あありりまませせんん。。））
注注：：２２．．「「ヒヒュューーズズガガスス栓栓等等」」のの項項目目でで、、屋屋内内にに燃燃焼焼器器ががなないい場場合合、、ままたた、、「「ガガスス警警報報器器」」のの項項目目でで、、屋屋内内にに燃燃焼焼器器ががなないい場場合合及及びび燃燃焼焼器器がが浴浴室室内内にに設設置置さされれてていいるる場場合合はは、、そそのの戸戸数数をを設設置置不不要要戸戸数数ととししててカカウウンントトししててくくだだささいい。。
注注：：３３．．屋屋内内にに燃燃焼焼器器ががああるる場場合合でで、、「「ヒヒュューーズズガガスス栓栓等等」」のの項項目目ににつついいてて､､末末端端ガガスス栓栓とと燃燃焼焼器器がが法法令令にに基基づづききネネジジ接接続続又又はは迅迅速速継継手手にによよりり接接続続さされれてていいるる場場合合はは設設置置済済ととししててくくだだささいい。。ななおお、、安安全全装装置置ののなないいガガスス栓栓がが１１つつででももああるる場場合合はは未未設設置置戸戸数数ととななりりまますす。。
注注：：４４．．１１つつのの消消費費者者にに複複数数ののママイイココンンメメーータタ等等、、ヒヒュューーズズガガスス栓栓又又ははガガスス警警報報器器をを設設置置ししてていいててもも「「１１戸戸」」ととししててくくだだささいい。。（（例例ええばば､､１１つつのの消消費費者者ににヒヒュューーズズガガスス栓栓がが５５つつ及及びびガガスス警警報報器器がが２２つつ設設置置さされれてていいててもも「「１１戸戸」」ととななりりまますす。。))
注注：：５５．．ママイイココンンメメーータタⅡⅡ等等のの感感震震遮遮断断装装置置ののなないいガガススメメーータタがが設設置置さされれてていいるる場場合合はは､､対対震震自自動動ガガスス遮遮断断器器ととのの組組みみ合合わわせせででああれればば「「設設置置済済」」ととななりりまますす。。ままたた、、対対震震自自動動ガガスス遮遮断断器器ととガガスス警警報報器器連連動動遮遮断断装装置置ととのの組組みみ合合わわせせででもも「「設設置置済済」」ととななりりまますす。。
注注：：６６．．調調整整器器ににつついいててはは施施設設数数でで記記入入ししててくくだだささいい。。例例ええばば、、共共同同住住宅宅でで１１つつのの施施設設にに調調整整器器をを設設置置しし、、そそここかからら複複数数のの消消費費者者にに供供給給ししてていいるる場場合合はは１１施施設設ととななりりまますす。。
※※ごご不不明明なな点点ががごござざいいままししたたらら都都道道府府県県ＬＬＰＰガガスス協協会会ままででおお願願いいいいたたししまますす。。

戸戸）） 335500 (( 00　　ＣＣ　　一一般般住住宅宅

戸戸）） 440000　　ＤＤ　　合合計計（（ＡＡ＋＋ＢＢ＋＋ＣＣ）） 553300 戸戸 (( 00 戸戸））

施施設設440000 戸戸 (( 00 戸戸））

施施設設 (( 00 施施設設））
1166 1166

551144 551144
(( 00

00 施施設設））
55 55

9955 9955
(( 00 戸戸）） 3300

施施設設））
1100 1100

339900 339900
(( 00

　　ＢＢ　　共共同同住住宅宅　　（同一建築物内に3世帯以上入居する構造のもの） 110000 戸戸 (( 00 戸戸））

2200 施施設設 ((

施施設設 ((

　　ＡＡ　　業業務務用用施施設設　　（共同住宅と一般住宅以外） 3300 戸戸 (( 00 00 施施設設））
11 11

戸戸））
2299 2299

(( 00 戸戸））

①①ママイイココンンメメーータタ等等 ②②ヒヒュューーズズガガスス栓栓等等 ③③ガガスス警警報報器器 ④④調調整整器器

設設置置済済戸戸数数
※※注注１１．．４４．．５５

内内、、期期限限切切れれ戸戸数数

設設置置済済戸戸数数
※※注注１１．．３３．．４４

設設置置済済戸戸数数
※※注注１１．．４４ 内内、、製製造造年年かからら

５５年年をを経経過過ししたた戸戸数数
設設置置施施設設数数

※※注注１１．．６６

内内、、製製造造年年かからら
７７年年交交換換ののタタイイププはは７７年年

1100年年交交換換ののタタイイププはは1100年年
をを経経過過ししたた施施設設数数

((設設置置不不要要戸戸数数))
※※注注２２．．３３

((設設置置不不要要戸戸数数))

注注：：１１．．②②ののガガスス警警報報器器連連動動遮遮断断ににはは警警報報器器連連動動自自動動ガガスス遮遮断断装装置置にによよるるももののはは含含んんででくくだだささいい。。
注注：：２２．．②②のの連連動動不不要要（（屋屋外外））ととはは、、屋屋内内にに燃燃焼焼器器等等ががなないい戸戸数数ととななりりまますす。。 １１          基基 ３３        基基 ２２        基基 １１００      基基 １１５５         基基

注注：：１１．．①①はは、、ああくくままででももババルルクク２２００年年検検査査でですす。。４４年年にに１１回回のの供供給給設設備備点点検検ででははあありりまませせんん。。
注注：：２２．．⑤⑤はは、、④④にに、、令令和和６６（（２２００２２４４））年年度度以以降降にに期期限限満満了了ののババルルクク貯貯槽槽でで令令和和５５（（２２００２２３３））年年度度中中にに前前倒倒しししし、、対対応応すするる予予定定数数をを加加ええたた数数ととななりりまますす。。

注：洪水浸水想定区域（想定最大規模）とは、国交省等のハザードマップで１ｍ以上の浸水が予想される区域となります。
(１ｍ以上のハザードマップが公表されていない場合は、ハザードマップ凡例において１ｍを含む区域（例：水深0.5ｍ～３ｍ）を適用)
施設数とは供給設備の数となります。また、バルクは容器流出防止措置済としてください。また、バルク供給の場合は容器流出防止措置済としてください。

戸戸

注注：：１１．．常常時時監監視視シシスステテムムととはは、、メメーータタがが検検知知ししたた特特定定保保安安情情報報をを直直ちちにに監監視視者者（（集集中中監監視視セセンンタターー））にに伝伝達達すするるももののでですす。。
注注：：２２．．低低頻頻度度型型集集中中監監視視シシスステテムムととはは、、メメーータタがが検検知知ししたた特特定定保保安安情情報報をを決決めめらられれたた時時間間にに監監視視者者（（集集中中監監視視セセンンタターー））にに伝伝達達すするるもも
ののでですす。。
注注：：３３．．ババルルクク供供給給ににおおけけるる残残量量管管理理のの集集中中監監視視シシスステテムムはは除除外外ととななりりまますす。。

洪洪水水浸浸水水想想定定区区域域（（想想定定最最大大規規模模））をを問問わわずず容容器器流流出出防防止止措措置置済済のの施施設設数数　　※※注注

洪洪水水浸浸水水想想定定区区域域（（想想定定最最大大規規模模））のの対対象象施施設設数数　　※※注注

上上記記②②のの内内、、容容器器流流出出防防止止措措置置済済のの施施設設数数

①①
第第１１号号又又はは第第２２号号認認定定販販売売事事業業者者制制度度のの認認定定をを受受けけらられれるる条条件件をを満満たたししてて
いいるる集集中中監監視視シシスステテムム（（常常時時監監視視シシスステテムム））
認認定定販販売売事事業業者者をを取取得得ををししてていいるるかかはは問問いいまませせんん。。※※注注１１．．３３

116600

00上上記記①①以以外外のの集集中中監監視視シシスステテムム（（低低頻頻度度型型集集中中監監視視シシスステテムム））※※注注２２..３３

②② ①①のの内内、、ガガスス警警報報器器連連動動遮遮断断戸戸数数  ※※注注１１

連連動動済済 2299 区区分分
①①２２００年年検検査査をを

実実施施しし合合格格　　※※注注１１

00
③③ 排排気気筒筒((ＣＣＦＦ式式、、ＦＦＥＥ式式、、ＦＦＦＦ式式及及びびＢＢＦＦ式式のの湯湯沸沸器器、、給給湯湯器器、、風風呂呂釜釜のの排排気気

筒筒でで、、材材料料のの不不適適合合ななどど法法令令等等にに適適合合ししなないいもものの))　　※※注注
台台

　　　　対対象象機機器器：：業業務務用用ここんんろろ、、業業務務用用オオーーブブンン、、業業務務用用レレンンジジ、、業業務務用用フフラライイヤヤーー、、業業務務用用炊炊飯飯器器、、業業務務用用ググリリドドルル、、業業務務用用酒酒かかんん器器
　　　　　　　　　　　　　　　　　　業業務務用用おおででんん鍋鍋、、業業務務用用蒸蒸しし器器、、業業務務用用焼焼物物器器、、業業務務用用食食器器消消毒毒保保管管庫庫、、業業務務用用煮煮沸沸消消毒毒器器、、業業務務用用湯湯せせんん器器
　　　　　　　　　　　　　　　　　　業業務務用用めめんんゆゆでで器器、、業業務務用用煮煮炊炊釜釜、、業業務務用用中中華華レレンンジジ、、業業務務用用食食器器洗洗浄浄機機、、業業務務用用そそのの他他

注注：：排排気気筒筒ににつついいててはは、、構構造造的的にに排排気気筒筒のの取取替替ええがが不不可可能能なな場場合合ははＣＣＯＯ警警報報器器のの設設置置にによよりり交交換換ししたたももののととししててくくだだささいい。。

00

廃廃棄棄ししてて入入替替対対応応 ④④期期限限満満了了基基数数
（（令令和和５５（（22002233））年年度度中中

のの期期限限満満了了基基数数））

⑤⑤期期限限満満了了基基数数
＋＋

前前倒倒しし予予定定基基数数  ※※注注２２連連動動不不要要（（屋屋外外））※※注注２２ 11 ②②ババルルクク入入替替 ③③シシリリンンダダーー入入替替

業業務務用用施施設設のの内内、、ＳＳＢＢ（（ＥＥＢＢ））メメーータタ設設置置戸戸数数 3300 令令和和４４（（22002222））年年４４月月１１日日～～令令和和５５（（22002233））年年３３月月末末実実施施数数 令令和和５５（（22002233））年年度度予予定定数数

施施設設
00
00

③③
①①のの内内、、業業務務用用換換気気警警報報器器((ＣＣＯＯ警警報報器器含含むむ))をを設設置置ししてていいるる施施設設
数数

②② 風風呂呂釜釜((不不完完全全燃燃焼焼防防止止装装置置のの付付いいてていいなないいもものの))

00
00

注注：：業業務務用用厨厨房房施施設設ととはは、、業業務務用用施施設設ででああっってて、、次次のの業業務務用用機機器器（（事事故故報報告告及及びび事事故故届届にに係係るる特特定定消消費費設設備備のの業業務務用用機機種種））をを設設置置ししてていいるる施施設設ととななりりまますす。。

①① 湯湯沸沸器器((不不完完全全燃燃焼焼防防止止装装置置のの付付いいてていいなないいもものの))

00 業業務務用用厨厨房房施施設設数数（（下下記記のの定定義義をを十十分分確確認認ししててくくだだささいい））　　※※注注

00
②② ①①のの内内、、法法定定周周知知以以外外のの周周知知をを行行っったた施施設設数数

((ガガスス機機器器のの正正ししいい使使いい方方、、事事故故防防止止策策等等のの周周知知)) 2200

令令和和４４年年度度  燃燃焼焼器器具具交交換換･･安安全全機機器器普普及及状状況況等等調調査査報報告告書書（（11//22））

①① 販販売売事事業業所所名名

１１．．経経済済産産業業省省　　　　　　　　２２．．産産業業保保安安監監督督部部　　　　　　　　３３．．都都道道府府県県　　　　　　　　４４．．市市町町村村

③③ 消消費費者者戸戸数数  ※※注注

（（キキャャンンププ・・屋屋台台等等のの質質量量販販売売、、閉閉栓栓消消費費者者はは除除ききまますす。。((以以下下同同じじ))））

ＡＡ　　業業務務用用施施設設
（（共共同同住住宅宅とと一一般般住住宅宅以以外外））

ＢＢ　　共共同同住住宅宅
（（同同一一建建築築物物内内にに３３世世帯帯以以上上入入居居すするる構構造造ののもものの））

ＣＣ　　一一般般住住宅宅 ＤＤ　　合合計計（（ＡＡ＋＋ＢＢ＋＋ＣＣ））

3300 110000 440000 553300

○○ガス株式会社　○○支店
○○○○部部○○○○課課、、ＬＬＰＰ太太郎郎

○○○○○○－－○○○○○○－－○○○○○○○○

販売事業者名でなく、販売事業所名を記入。

キャンプ・屋

台等の質量

販売、閉栓

消費者を除

いた消費者

戸数を記入。

業務用施

設のＳＢ

メータ（Ｅ

Ｂメータ）

設置戸数

の特定が

困難な場

合は、全

てのＳＢ

メータ（Ｅ

Ｂメータ）

設置戸数

を記入。

２０２３年９

月に期限が

満了するバ

ルク貯槽が

１０基

＋

２０２４年５

月に期限が

満了するバ

ルク貯槽に

ついて前倒

しで２０２３

年度中に２

０年検査又

は廃棄して

入替の対応

を行う予定

のバルク貯

槽が５基の

場合、

合計の１５

基と記入。

戸数でな

く施設数

を記入。

期限切れは、計量法違

反となりますので、確実

な交換を行ってください。

本調査より集中監視システムの特定保安情報が監視者（集中

監視センター）に伝達される時間によって分けて記入。
本調査より実数を記入。なお、施設数は供給設備数の数え方と同様。

本調査よ

り排気筒

はすべて

③に記入。

本調査より集中監視システムの特定保安情報が監視者（集中

監視センター）に伝達される時間によって分けて記入。

屋内に燃焼器がなく、ヒューズガス栓等及びガス警報器

の設置を必要としない場合は、その戸数を記入。

安全機器を１００％設置していれば設置

済戸数は消費者戸数と同数。

注４により設置済戸数と設置不要戸数の合計が消費者戸数を超えることはない。

安全機器を１００％設置していれば設置済戸数と設置不要戸数の合計は消費者戸数と同数。

「注」を参照

のうえ、業務

用厨房施設

数を記入。
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令令和和５５年年３３月月末末現現在在
((一一社社))全全国国ＬＬＰＰガガスス協協会会　　調調査査

ⅨⅨ　　需需要要開開発発関関係係

台台 台台 台台 台台 台台 台台

台台 台台 台台

ⅩⅩ　　オオーールル電電化化・・都都市市ガガススととのの移移動動関関係係

①①  オオーールル電電化化関関係係 ②②  都都市市ガガスス関関係係

ⅪⅪ　　ガガスス料料金金のの公公表表状状況況関関係係 ⅫⅫ

１．店頭にガス料金を掲載（料金表を自由に入手（配布）できるようにしている状態を含む）している。

２．ホームページにガス料金を掲載している。

３．店頭及びホームページにガス料金を掲載している。 ①賃貸集合住宅に１件以上の供給を行っている。

４．店頭及びホームページにもガス料金を掲載していない。 １．はい　　　　２．いいえ

②上記で１．「はい」　と回答の方のみ

１．はい　　　　２．いいえ

＊　本報告書にご記入いただきました個人情報につきましては、本報告書の内容等のお問い合わせのみにご使用させていただきます。

ＬＬＰＰガガススをを供供給給ししてていいるる賃賃貸貸集集合合住住宅宅ににおおいいてて、、入入居居をを希希望望すするる方方ににＬＬＰＰガガ
スス料料金金をを入入居居前前ににおお知知ららせせででききるるよようう、、物物件件のの所所有有者者又又はは不不動動産産管管理理会会
社社へへ料料金金表表のの情情報報提提供供状状況況

上記から該当する番号を１つ選択し記入
予め賃貸集合住宅を管理している所有者又は不動産管理
会社に「ＬＰガス料金表」により情報提供している。※注

戸戸

オール電化 → ＬＰガス 戸戸 都市ガス → ＬＰガス 戸戸

ＬＰガス → オール電化 戸戸 LＰガス → 都市ガス

      ——
注：②の取替台数とは、非エコジョーズ給湯器からエコジョーズ給湯器、エネファーム、ハイブリッド給湯器へ変更を記載してください。

移移動動戸戸数数 移移動動戸戸数数

①①
令令和和４４年年度度
販販売売台台数数

      ——       ——

注：ＬＰガス料金表とは、令和３年６月１日に経済産業省より通知された料金表の情報提供に基
づき、物件名、販売事業者名、料金内訳（基本料金、従量料金、機器設備等料金）または、原
料費調整制度による調整額等が記載されたものとなります。

令和４年度　需要開発推進運動等調査報告書(2/2)　記入例

  販販売売事事業業所所名名

ＧＧＨＨＰＰ
（（ＬＬＰＰガガススヒヒーートトポポンンププ））

エエネネフファァーームム
ハハイイブブリリッッドド

給給湯湯器器
エエココジジョョーーズズ

SSiiセセンンササーー
ココンンロロ

ガガスス浴浴室室暖暖房房
乾乾燥燥機機

②②
①①のの内内、、非非エエココ
ジジョョーーズズ機機器器かからら
のの取取替替台台数数  ※※注注

ここでいうＬＰガスからの移動とはＬＰガスメー

ター等の供給設備が撤去された場合として下さい。

改築によるオール電化等も移動戸数に含めて

下さい。

一部だけが電化等になった場合（例 給湯はエ

コキュート、コンロはＬＰガスコンロ）の場合は移動

戸数に含めないでください。

１～４の番号を１つだけ記入して下さい

１～２の番号を１つだけ記入して下さい

自社で販売(直売)・導入した

各種機器の台数をご記入くだ

さい。
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令令和和５５年年３３月月末末現現在在
ⅠⅠ　　事業所の概要 ((一一社社))全全国国ＬＬＰＰガガスス協協会会　　調調査査

担担当当部部署署名名・・担担当当者者名名

連連絡絡先先（（電電話話番番号号））

②② 監監督督官官庁庁のの所所管管区区分分((右右記記ののいいずずれれかかをを「「○○」」でで囲囲んんででくくだだささいい。。))

戸戸 戸戸 戸戸 戸戸
注注：：メメーータタ１１つつでで業業務務用用とと一一般般用用にに使使用用ししてていいるる場場合合､､主主たたるる用用途途のの区区分分ととししててくくだだささいい。。  

ⅡⅡ　　燃燃焼焼器器具具等等未未交交換換数数（（１１戸戸にに複複数数のの燃燃焼焼器器具具等等ががああるる場場合合はは、、そそのの燃燃焼焼器器具具等等のの数数）） ⅢⅢ　　業業務務用用厨厨房房施施設設にに対対すするるＣＣＯＯ中中毒毒事事故故防防止止対対策策状状況況
開開放放式式 台台 ①① 施施設設

ＣＣＦＦ式式 台台

ＦＦＥＥ式式 台台

合合計計 台台 設設置置済済 施施設設

ＣＣＦＦ式式 台台 設設置置不不要要 施施設設

ＦＦＥＥ式式 台台

合合計計 台台

ⅣⅣ　　業業務務用用施施設設ののＳＳＢＢ（（ＥＥＢＢ））メメーータタ設設置置先先ににおおけけるるガガスス警警報報器器連連動動遮遮断断のの状状況況 ⅤⅤ　　ババルルクク貯貯槽槽２２００年年検検査査対対応応（（貯貯槽槽をを１１基基以以上上所所有有ししてていいるる事事業業所所ののみみ記記入入））

①① 戸戸

戸戸

戸戸

基基数数

ⅥⅥ　　集集中中監監視視シシスステテムム設設置置戸戸数数（（ガガススメメーータタにに設設置置さされれたたもものの）） ⅦⅦ　　容容器器流流出出防防止止地地域域へへのの対対応応  ※※注注

①① 施施設設

②② 施施設設

②② 戸戸 ③③ 施施設設

ⅧⅧ　　安安全全機機器器普普及及状状況況等等

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸

戸戸 戸戸
注注：：１１．．法法令令上上のの設設置置義義務務ににかかかかわわららずず、、各各項項目目のの安安全全機機器器のの設設置置戸戸数数をを記記入入ししててくくだだささいい。。（（例例ええばば一一般般住住宅宅ででもも警警報報器器をを設設置置ししてていいれればば「「設設置置済済」」ととななりりまますす。。義義務務施施設設かかどどううかかはは関関係係あありりまませせんん。。））
注注：：２２．．「「ヒヒュューーズズガガスス栓栓等等」」のの項項目目でで、、屋屋内内にに燃燃焼焼器器ががなないい場場合合、、ままたた、、「「ガガスス警警報報器器」」のの項項目目でで、、屋屋内内にに燃燃焼焼器器ががなないい場場合合及及びび燃燃焼焼器器がが浴浴室室内内にに設設置置さされれてていいるる場場合合はは、、そそのの戸戸数数をを設設置置不不要要戸戸数数ととししててカカウウンントトししててくくだだささいい。。
注注：：３３．．屋屋内内にに燃燃焼焼器器ががああるる場場合合でで、、「「ヒヒュューーズズガガスス栓栓等等」」のの項項目目ににつついいてて､､末末端端ガガスス栓栓とと燃燃焼焼器器がが法法令令にに基基づづききネネジジ接接続続又又はは迅迅速速継継手手にによよりり接接続続さされれてていいるる場場合合はは設設置置済済ととししててくくだだささいい。。ななおお、、安安全全装装置置ののなないいガガスス栓栓がが１１つつででももああるる場場合合はは未未設設置置戸戸数数ととななりりまますす。。
注注：：４４．．１１つつのの消消費費者者にに複複数数ののママイイココンンメメーータタ等等、、ヒヒュューーズズガガスス栓栓又又ははガガスス警警報報器器をを設設置置ししてていいててもも「「１１戸戸」」ととししててくくだだささいい。。（（例例ええばば､､１１つつのの消消費費者者ににヒヒュューーズズガガスス栓栓がが５５つつ及及びびガガスス警警報報器器がが２２つつ設設置置さされれてていいててもも「「１１戸戸」」ととななりりまますす。。))
注注：：５５．．ママイイココンンメメーータタⅡⅡ等等のの感感震震遮遮断断装装置置ののなないいガガススメメーータタがが設設置置さされれてていいるる場場合合はは､､対対震震自自動動ガガスス遮遮断断器器ととのの組組みみ合合わわせせででああれればば「「設設置置済済」」ととななりりまますす。。ままたた、、対対震震自自動動ガガスス遮遮断断器器ととガガスス警警報報器器連連動動遮遮断断装装置置ととのの組組みみ合合わわせせででもも「「設設置置済済」」ととななりりまますす。。
注注：：６６．．調調整整器器ににつついいててはは施施設設数数でで記記入入ししててくくだだささいい。。例例ええばば、、共共同同住住宅宅でで１１つつのの施施設設にに調調整整器器をを設設置置しし、、そそここかからら複複数数のの消消費費者者にに供供給給ししてていいるる場場合合はは１１施施設設ととななりりまますす。。
※※ごご不不明明なな点点ががごござざいいままししたたらら都都道道府府県県ＬＬＰＰガガスス協協会会ままででおお願願いいいいたたししまますす。。

施施設設））(( 戸戸））　　ＤＤ　　合合計計（（ＡＡ＋＋ＢＢ＋＋ＣＣ）） 戸戸 (( 戸戸））

施施設設 ((　　ＣＣ　　一一般般住住宅宅 戸戸 (( 戸戸））

施施設設 ((

施施設設））(( 戸戸））

施施設設））(( 戸戸））　　ＢＢ　　共共同同住住宅宅　　（同一建築物内に3世帯以上入居する構造のもの） 戸戸 (( 戸戸））

施施設設 ((

施施設設 ((

　　ＡＡ　　業業務務用用施施設設　　（共同住宅と一般住宅以外） 戸戸 (( 施施設設））戸戸）） (( 戸戸））

①①ママイイココンンメメーータタ等等 ②②ヒヒュューーズズガガスス栓栓等等 ③③ガガスス警警報報器器 ④④調調整整器器

設設置置済済戸戸数数
※※注注１１．．４４．．５５

内内、、期期限限切切れれ戸戸数数

設設置置済済戸戸数数
※※注注１１．．３３．．４４

設設置置済済戸戸数数
※※注注１１．．４４ 内内、、製製造造年年かからら

５５年年をを経経過過ししたた戸戸数数
設設置置施施設設数数

※※注注１１．．６６

内内、、製製造造年年かからら
７７年年交交換換ののタタイイププはは７７年年

1100年年交交換換ののタタイイププはは1100年年
をを経経過過ししたた施施設設数数

((設設置置不不要要戸戸数数))
※※注注２２．．３３

((設設置置不不要要戸戸数数))

①①２２００年年検検査査をを
実実施施しし合合格格　　※※注注１１

廃廃棄棄ししてて入入替替対対応応 ④④期期限限満満了了基基数数
（（令令和和５５（（22002233））年年度度中中のの

期期限限満満了了基基数数））

⑤⑤期期限限満満了了基基数数
＋＋

前前倒倒しし予予定定基基数数  ※※注注２２連連動動不不要要（（屋屋外外））※※注注２２ ②②ババルルクク入入替替 ③③シシリリンンダダーー入入替替

注注：：排排気気筒筒ににつついいててはは、、構構造造的的にに排排気気筒筒のの取取替替ええがが不不可可能能なな場場合合ははＣＣＯＯ警警報報器器のの設設置置にによよりり交交換換ししたたももののととししててくくだだささいい。。

業業務務用用施施設設のの内内、、ＳＳＢＢ（（ＥＥＢＢ））メメーータタ設設置置戸戸数数

基基 基基 基基

注注：：１１．．①①はは、、ああくくままででももババルルクク２２００年年検検査査でですす。。４４年年にに１１回回のの供供給給設設備備点点検検ででははあありりまませせんん。。
注注：：２２．．⑤⑤はは、、④④にに、、令令和和６６（（２２００２２４４））年年度度以以降降にに期期限限満満了了ののババルルクク貯貯槽槽でで令令和和５５（（２２００２２３３））年年度度中中にに前前倒倒しししし、、対対応応すするる予予定定数数をを加加ええたた数数ととななりりまますす。。

第第１１号号又又はは第第２２号号認認定定販販売売事事業業者者制制度度のの認認定定をを受受けけらられれるる条条件件をを満満たたししてて
いいるる集集中中監監視視シシスステテムム（（常常時時監監視視シシスステテムム））
認認定定販販売売事事業業者者をを取取得得ををししてていいるるかかはは問問いいまませせんん。。※※注注１１．．３３

①① 戸戸

令令和和４４年年度度  燃燃焼焼器器具具交交換換･･安安全全機機器器普普及及状状況況等等調調査査報報告告書書（（11//22））

①① 販販売売事事業業所所名名

１１．．経経済済産産業業省省　　　　　　　　２２．．産産業業保保安安監監督督部部　　　　　　　　３３．．都都道道府府県県　　　　　　　　４４．．市市町町村村

③③ 消消費費者者戸戸数数  ※※注注

（（キキャャンンププ・・屋屋台台等等のの質質量量販販売売、、閉閉栓栓消消費費者者はは除除ききまますす。。((以以下下同同じじ))））

ＡＡ　　業業務務用用施施設設
（（共共同同住住宅宅とと一一般般住住宅宅以以外外））

ＢＢ　　共共同同住住宅宅
（（同同一一建建築築物物内内にに３３世世帯帯以以上上入入居居すするる構構造造ののもものの））

ＣＣ　　一一般般住住宅宅 ＤＤ　　合合計計（（ＡＡ＋＋ＢＢ＋＋ＣＣ））

施施設設

③③
①①のの内内、、業業務務用用換換気気警警報報器器((ＣＣＯＯ警警報報器器含含むむ))をを設設置置ししてていいるる施施
設設数数

②② 風風呂呂釜釜((不不完完全全燃燃焼焼防防止止装装置置のの付付いいてていいなないいもものの))
注注：：業業務務用用厨厨房房施施設設ととはは、、業業務務用用施施設設ででああっってて、、次次のの業業務務用用機機器器（（事事故故報報告告及及びび事事故故届届にに係係るる特特定定消消費費設設備備のの業業務務用用機機種種））をを設設置置ししてていいるる施施設設ととななりりまますす。。

①① 湯湯沸沸器器((不不完完全全燃燃焼焼防防止止装装置置のの付付いいてていいなないいもものの))

業業務務用用厨厨房房施施設設数数（（下下記記のの定定義義をを十十分分確確認認ししててくくだだささいい））　　※※注注

②② ①①のの内内、、法法定定周周知知以以外外のの周周知知をを行行っったた施施設設数数
((ガガスス機機器器のの正正ししいい使使いい方方、、事事故故防防止止策策等等のの周周知知))

③③ 排排気気筒筒((ＣＣＦＦ式式、、ＦＦＥＥ式式、、ＦＦＦＦ式式及及びびＢＢＦＦ式式のの湯湯沸沸器器、、給給湯湯器器、、風風呂呂釜釜のの排排気気
筒筒でで、、材材料料のの不不適適合合ななどど法法令令等等にに適適合合ししなないいもものの))　　※※注注

洪洪水水浸浸水水想想定定区区域域（（想想定定最最大大規規模模））のの対対象象施施設設数数　　※※注注

上上記記②②のの内内、、容容器器流流出出防防止止措措置置済済のの施施設設数数

洪洪水水浸浸水水想想定定区区域域（（想想定定最最大大規規模模））をを問問わわずず容容器器流流出出防防止止措措置置済済のの施施設設数数　　※※注注

注：洪水浸水想定区域（想定最大規模）とは、国交省等のハザードマップで１ｍ以上の浸水が予想される区域となります。
(１ｍ以上のハザードマップが公表されていない場合は、ハザードマップ凡例において１ｍを含む区域（例：水深0.5ｍ～３ｍ）を適用)
施設数とは供給設備の数となります。また、バルク供給の場合は容器流出防止措置済としてください。

注注：：１１．．常常時時監監視視シシスステテムムととはは、、メメーータタがが検検知知ししたた特特定定保保安安情情報報をを直直ちちにに監監視視者者（（集集中中監監視視セセンンタターー））にに伝伝達達すするるももののでですす。。
注注：：２２．．低低頻頻度度型型集集中中監監視視シシスステテムムととはは、、メメーータタがが検検知知ししたた特特定定保保安安情情報報をを決決めめらられれたた時時間間にに監監視視者者（（集集中中監監視視セセンンタターー））にに伝伝達達すするる
ももののでですす。。
注注：：３３．．ババルルクク供供給給ににおおけけるる残残量量管管理理のの集集中中監監視視シシスステテムムはは除除外外ととななりりまますす。。

上上記記①①以以外外のの集集中中監監視視シシスステテムム（（低低頻頻度度型型集集中中監監視視シシスステテムム））※※注注２２..３３

令令和和４４（（22002222））年年４４月月１１日日～～令令和和５５（（22002233））年年３３月月末末実実施施数数 令令和和５５（（22002233））年年度度予予定定数数

②② ①①のの内内、、ガガスス警警報報器器連連動動遮遮断断戸戸数数  ※※注注１１

連連動動済済
区区分分

台台
　　　　対対象象機機器器：：業業務務用用ここんんろろ、、業業務務用用オオーーブブンン、、業業務務用用レレンンジジ、、業業務務用用フフラライイヤヤーー、、業業務務用用炊炊飯飯器器、、業業務務用用ググリリドドルル、、業業務務用用酒酒かかんん器器
　　　　　　　　　　　　　　　　　　業業務務用用おおででんん鍋鍋、、業業務務用用蒸蒸しし器器、、業業務務用用焼焼物物器器、、業業務務用用食食器器消消毒毒保保管管庫庫、、業業務務用用煮煮沸沸消消毒毒器器、、業業務務用用湯湯せせんん器器
　　　　　　　　　　　　　　　　　　業業務務用用めめんんゆゆでで器器、、業業務務用用煮煮炊炊釜釜、、業業務務用用中中華華レレンンジジ、、業業務務用用食食器器洗洗浄浄機機、、業業務務用用そそのの他他

注注：：１１．．②②ののガガスス警警報報器器連連動動遮遮断断ににはは警警報報器器連連動動自自動動ガガスス遮遮断断装装置置にによよるるももののはは含含んんででくくだだささいい。。
注注：：２２．．②②のの連連動動不不要要（（屋屋外外））ととはは、、屋屋内内にに燃燃焼焼器器等等ががなないい戸戸数数ととななりりまますす。。 基基 基基
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令令和和５５年年３３月月末末現現在在
((一一社社))全全国国ＬＬＰＰガガスス協協会会　　調調査査

ⅨⅨ　　需需要要開開発発関関係係

台台 台台 台台 台台 台台 台台

台台 台台 台台

ⅩⅩ　　オオーールル電電化化・・都都市市ガガススととのの移移動動関関係係

①①  オオーールル電電化化関関係係 ②②  都都市市ガガスス関関係係

ⅪⅪ　　ガガスス料料金金のの公公表表状状況況関関係係 ⅫⅫ

１．店頭にガス料金を掲載（料金表を自由に入手（配布）できるようにしている状態を含む）している。

２．ホームページにガス料金を掲載している。

３．店頭及びホームページにガス料金を掲載している。 ①賃貸集合住宅に１件以上の供給を行っている。

４．店頭及びホームページにもガス料金を掲載していない。 １．はい　　　　２．いいえ

②上記で１．「はい」　と回答の方のみ

１．はい　　　　２．いいえ

＊　本報告書にご記入いただきました個人情報につきましては、本報告書の内容等のお問い合わせのみにご使用させていただきます。

      ——       ——

オール電化 → ＬＰガス

ＬＰガス → オール電化 戸戸

移移動動戸戸数数

戸戸

LＰガス → 都市ガス

戸戸 都市ガス → ＬＰガス

戸戸

移移動動戸戸数数

令和４年度　需要開発推進運動等調査報告書(2/2)

エエネネフファァーームムＧＧＨＨＰＰ
（（ＬＬＰＰガガススヒヒーートトポポンンププ））

ハハイイブブリリッッドド
給給湯湯器器

エエココジジョョーーズズ
SSiiセセンンササーー

ココンンロロ
ガガスス浴浴室室暖暖房房

乾乾燥燥機機

  販販売売事事業業所所名名

①①

②②

注：②の取替台数とは、非エコジョーズ給湯器からエコジョーズ給湯器、エネファーム、ハイブリッド給湯器へ変更を記載してください。

令令和和４４年年度度
販販売売台台数数

①①のの内内、、非非エエココ
ジジョョーーズズ機機器器かからら
のの取取替替台台数数  ※※注注

      ——

ＬＬＰＰガガススをを供供給給ししてていいるる賃賃貸貸集集合合住住宅宅ににおおいいてて、、入入居居をを希希望望すするる方方ににＬＬＰＰガガ
スス料料金金をを入入居居前前ににおお知知ららせせででききるるよようう、、物物件件のの所所有有者者又又はは不不動動産産管管理理会会
社社へへ料料金金表表のの情情報報提提供供状状況況

予め賃貸集合住宅を管理している所有者又は不動産管理
会社に「ＬＰガス料金表」により情報提供している。※注

注：ＬＰガス料金表とは、令和３年６月１日に経済産業省より通知された料金表の情報提供に基
づき、物件名、販売事業者名、料金内訳（基本料金、従量料金、機器設備等料金）または、原
料費調整制度による調整額等が記載されたものとなります。

上記から該当する番号を１つ選択し記入
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